湘南市構想の問題点（高橋堅之案）

「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会

（2003.3.9）


藤沢市！ そんなにあわてて どこ行くの！

H12年4月に地方分権一括法が施行され、地方分権は、その具体化の第一歩を踏み出しています。住民に最も近い行政主体である市町村は、住民ニーズの高度化・多様化、住民の日常生活圏の広がりに対応した取組を進める必要があります。市町村合併はその有効な手法の一つではありますが、「目的」ではなく、将来のまちづくりための「手段」の一つです。

目下、行政主導により「湘南市研究会」が設置され、３市３町の合併構想の具体化が進められています。藤沢市の10年先、50年先を考えた時に、この構想による3市３町の合併が、本当に正しい方向なのでしょうか。歴史と文化を誇る藤沢市の将来像を踏まえ湘南市構想の問題点を、皆様と共に考え、最も良い方向を模索しようではありませんか。

１）このままでは、住民合意のないままに湘南市構想が実現してしまう？

「湘南市研究会」のまとめがH15年度早々に出されるそうですが、3市長3町長の足並みが揃い、市長が市議会に付議、そこで可決されれば、「法定合併協議会」を設置することが出来ることになります。

「湘南市研究会」に基づく合併は、時限立法である「合併特例法」の恩典享受を視野にいれているでしょうから、H16年度末までの合併が目標とされるでしょう。

総務省の「市町村合併法定協議会運営マニュアル研究会」の報告によれば、合併協議会設置の準備段階から合併実現までの期間の目安は22ヶ月とされています。

合併協議会設置準備開始のタイムリミットは、H15年6月1日と言うことになります。藤沢市は、全国平均より狭い面積・多い人口・高い財政力という特徴があります。神奈川県のホームページにはそのような市町村でも、地域の将来を考える時に合併を一つの選択肢として検討する必要があるとして、以下のような項目が示されています。住民合意の下にこのような検討が、そんなに短期間に出来るでしょうか？

このままでは住民合意のない３市３町の合併に向って進められてしまいます。

市町村合併検討の課題（神奈川県ホームページより抜粋）

1 地方分権の時代への対応

自己決定、自己責任を原則として、主体的なまちづくりを進めていくことが出来る体制が整備されているか

2 少子高齢化社会への対応

本格的な少子高齢化社会に対応した人的・財政的な基盤が整備されているか

3 日常生活圏の拡大への対応

広がる日常生活圏と行政区域の違いによる不都合はないか

4 広域行政課題の出現への対応

多様・高度・広域化する住民ニーズに応える体制が整備されているか

5 厳しい財政事情

合併せずに単独の市町村として運営した場合の財政的見込みがあるか

２）藤沢市の将来像は、３市３町合併でしか実現できないのか？

藤沢市では４年の歳月をかけて「ふじさわ総合計画2020」を作成したばかりです。この中で広域行政を視野に入れた検討も行われており、既に、茅ヶ崎市、寒川町とで「湘南広域都市行政協議会」が設置され、２市１町で共同で出来る事業の実現が図られています。

合併特例法の期限までに、「湘南市」構想をこのレベルまでにブラッシュアップすることが可能でしょうか？

政府では、将来の州制度も視野に入れ、構造改革の一環として、地方分権化、市町村合併推進の施策が取られています。市町村合併の目標は、市町村数1,000あるいは300と言われていますが、よしんば300としても30万都市に過ぎません。

第一ステップとしては、抜本的な廃県置州の動向があるまでは、今の茅ヶ崎市、寒川町との連携強化と他市町村への拡大を図ることが先決ではないでしょうか。

合併特例法の恩典は、以下の通りですが、「ふじさわ総合計画2020」を達成するために必要不可欠でしょうか？

合併特例法の恩典（神奈川県ホームページを参照して作成）

1） 合併算定替（地方交付税の額の算定の特例【第11条】）

３市３町中、藤沢市、平塚市、寒川町は地方交付税を受けていません。

2） 合併特例債（地方債の特例等【第11条の2】）

３市３町の合併により875億円と試算されますが、所謂「箱もの」にしか使えません。

3） 議会の議員の定数及び在任に関する特例【第6条、第7条】

定数特例か在任特例のどちらかにより、一通常任期間定数の増員が可能となるが、最終的には減員となり、藤沢13地区の中には市議を出せない所も出てくる？

4） 地方税の課税免除又は不均一課税【第10条】

合併年度とそれに続く5年間、事業所税の課税団体の指定延期

３）合併問題の検討に際して、藤沢市民が考慮・検討・議論すべき課題への対応が先決

· 考慮・検討・議論すべき課題

a） 合併後の新自治体の姿とその是非

b） 産業構造、人口構成の変遷への対応策とそのための合併の意義

c） 基礎自治体による住民自治の理念を形骸化させない工夫の可能性

d） 合併問題の是非に関する住民投票による住民の総意の確認　

· 合併問題は、市民の意向を諮り、税源・権限委譲の推移を待って、それから検討しても十分

· 藤沢市自体の徹底的行革、歳出構造の見直し、議員提案による条例づくり等々、これを機会に藤沢市として本来あるべき姿をもう一度、再考察、再構築すべきではないか

· 湘南市研究会のパンフレットに対する反論については、1/26集会に配布しました説明資料をご覧下さい。お持ちでない方は、下記ホームページの「湘南市問題解説」をご参照くださるか、本市民の会代表渡辺博明（TEL0466-27-9831）までご連絡ください。

　　　　URL　http://www5d.biglobe.ne.jp/~hiro-nui/shonan/index.htm


